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 学校給食調理場における  

食物アレルギーの対応について 

対応の考え方 福島県教育委員会  

安全で充実した食物アレルギー対応を実現するためには、栄養教諭・学校栄養職員や学校給食

調理員等対応する職員の確保といった人的環境の整備や、調理する環境・調理場の設備といった

物理的環境の整備は重要な要素です。 

 

＜ 調理場の様子 ― 現状は様々です ― ＞ 

食物アレルギーの対応には、このような調理場の体制と、児童生徒の状況を考慮して、対応レ

ベル(後段の「対応のレベルとポイント」参照）を選択しますが、併せて献立の立て方や使用する

食材を工夫するなどの取組も効果的な誤食事故対策の１つになります。 

ここでは、誤食事故防止のための取組例をいくつか挙げてみます。 

※ 調理場の環境が整備されていたり、対応人員に余力がある等であれば、個別対応を本例示に

よって制限するものではありません。例としてお読みいただき、実態に併せ必要に応じてご

活用ください。 

＜ 献立を立てる時に ＞ 

１ 原因食品を使わない献立日を増やす 

２ 1 回の給食で使用する原因食品の複数使用をできるだけ避ける。 

３ 調理作業の効率化や作業スペースを意識した献立にする。 

４ 料理名から使用食材がわかる献立表記にするなど。 
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＜ 食材料購入の場面で ＞ 

１ 加工食品を発注する際は食物アレルギーを意識し、アレルギー対応に十分配慮する。 

２ 検収時に行う点検項目に原材料表示の確認欄を設けるなど。 

＜ 調理の際に ＞ 

１ 調理場の衛生状態や、整理整頓を確認する。 

２ 作業服が清潔であることを確認する。 

３ 蓋やラップ等でコンタミネーションを防ぐ。 

４ 調理手順の確認やシミュレーションを実施するなど。 

＜ 配食の時に ＞ 

１ 指さし・声出し確認をする。 

２ 取り違えや誤配送防止のための多重チェックを実施する。 

３ 色の違う専用食器の使用、名前や原因食品を明記するなど、食物アレルギー対応をしている

ことが一目でわかるようにするための対策を実現するなど。 

＜ 摂取状況の把握 ＞ 

１ 教室等における本人の様子や、周囲の児童生徒の関わり方等、担任の先生等の気づきも含めて

把握する。 

２ 給食の配膳から摂取状況まで、食事そのものの管理状況について記録する（トラブルがなかっ

た場合も含めて）など。 
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対応のレベルとポイント 

文部科学省初等中等教育局健康教育食育課監修:学校におけるアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン   

（令和元年度改訂）参照 

学校及び調理場の状況（人員や設備の充実度）と食物アレルギー児童生徒の実態（重症度や除 

去品目数、人数など）を総合的に勘案し、次に示す対応レベルの組み合わせを考えて実施しま

す。 

誤食事故を防ぐため、対応はできるだけ単純にしましょう。 

＜ レベル１ ＞（ガイドラインｐ４２～４３参照）詳細な献立表による対応です。 

学校給食の原材料を詳細に記入した献立表を当該児童生徒のいる家庭に事前に配布し、それを

もとに保護者や担任などの指示もしくは児童生徒自身の判断で、学校給食から原因物質を除外し

ながら食べる対策です。 

詳細な献立表の提供については全ての対応の基本であり、レベル２以上でも共通な対策です。 

加工食品に含まれるアレルギー物質の表示制度について 

食品衛生法では２００１年４月から、特にアレルギーを起こしやすい食品や重篤な症状を引

き起こしやすい食品について表示をすることを義務付けています。 

表示される品目は実態調査等に基づいて見直しが行われ、現在のアレルギー表示は２８品目

が対象品目で、「特定原材料」と「特定原材料に準ずるもの」に分けられます。「特定原材料」

は８品目で義務表示です。また、「特定原材料に準ずるもの」は２０品目あります。 

なお、２０２３年３月９日に「特定原材料に準ずるもの」として、新たにクルミを追加する

ことが通知され、２０２５年３月３１日までの経過措置期間を経て、２０２５年４月１日から

完全施行されました。 

特定原材料 えび、かに、小麦、そば、卵、乳、落花生、クルミ 

特定原材料に あわび、いか、いくら、オレンジ、キウイフルーツ、カシューナッツ、牛 

準ずるもの 肉、ごま、さけ、さば、大豆、鶏肉、バナナ、豚肉、まつたけ、もも、や

まいも、りんご、ゼラチン、アーモンド 

※ 網掛けの部分が、今回追加された食品です。 
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＜ レベル２ ＞（ガイドラインｐ４２～４３参照）弁当対応です。 

除去食や代替食（以下、レベル３・レベル４で解説）の提供が困難な場合に、弁当を持参して

もらう対策です。 

全ての学校給食に対して弁当を持参してもらう”完全弁当対応”と、普段除去食や代替食対応

をしている中で、除去が困難でどうしても対応が難しい料理において弁当を持参してもらう”一

部弁当対応”があります。 
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＜ レベル３ ＞（ガイドラインｐ４２～４３参照）申請のあった原因物質を除いた給食（除去

食）を提供します。 

家庭では原因食品の量や加熱の有無などの細かい対応が可能かもしれませんが、給食では完全

除去が基本です。 

また、誤食事故を防ぐため、対応はできるだけ単純にします。 

しかし、完全除去などにより栄養素が不足することが考えられます。その際は、相談指導によ

る対応が必要です。 

なお、「食物アレルギー対応の段階的目標・作業整備」（ガイドラインｐ４２～４４）を参考

に、調理場の設備や職員の配置状況等により、実状に応じた最良の対応を実施します。 

相談指導の実施 

不必要な食品の摂取制限は、児童生徒の健全な成長発達の妨げになるばかりでなく、給食に

関わる限られた資源（人員、設備）を本当に対応が必要な児童生徒に集中させる意味からも防

がなければなりません。 

また、主治医の指示に従い、児童生徒のアレルギー歴や現在の状況等について文書による正

確な情報を把握した上で、アレルギー対応が必要な児童生徒には、家庭での食生活（食品の除

去を行う場合の不足する栄養素の補充方法等）や精神的ストレスについても助言するなど、保

護者と児童生徒に対して個別指導を行い、学校以外の食生活の質の向上も促します。 

参考：食物アレルギーに対する個別的な相談指導の要点・留意点 

＊食に関する指導の手引きー第二次改訂版― 
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 ＜ レベル４ ＞（ガイドラインｐ４２～４３参照） 

申請のあった原因物質を学校給食から除き、除かれることによって失われる栄養価を別の食品

を用いて補った給食（代替食）を提供します。 

アレルギー対応としては、より充実した望ましい方策ですが、レベル３同様対応には人的かつ

物理的環境の整備が必要となってくることから、安全な給食が提供されるよう環境整備や工夫

（以下参照）が必要です。 

 

 

 

             



福島県教育庁健康教育課 

連携した取組が重要です 

安全で充実した食物アレルギー対応を実現するためには、実

状に応じた適切な対応が必要であり、これは調理場での配慮の

みならず、学級での配膳時の確認や当該児童生徒の喫食中の配

慮も大切であり、学級での対応が求められています。 

 

さらに、より効果的な防止対策を講じるためには、学校、家庭    ＜指さし声出し確認＞    

と調理場が密に情報を共有することも大切な要素の１つになります。万が一誤食事故が発生した

としても、現場だけの取組で解決できるものばかりではありません。また、調理場も関わること

で、より確実な対策を講じることが可能になる場合もあります。 

つまり、どのような状況のもとで児童生徒や調理場を

離れた給食が管理されているのかを調理場も認識してい

なければ、必要な対策を講じることができない場合があ

ることから、調理場においても給食時間の状況を理解し

て、学校と一体となって過去の事例等を検証し、事故を  

防ぐことが重要です。 

＜アレルギー対応食を入れる個人ごとの器＞ 

なお、事故ではないものの、事故につながりかねないヒヤリ

としたりハッとした経験（インシデント）に関する報告も、事

例を分析することで、類似するインシデントの再発や、事故の

発生を未然に防止するための重要な手がかりになりますし、調 

理場でのマニュアル作りにも役立ちます。学校と情報を共有し、 ＜普通食とアレルギー対応食＞ 

有効に活用することが大切です。 
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